
経済産業省 1,041億円 （25%）

・省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 460億円

・クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金 130億円

等

Ａ．2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの 4,213億円

別紙１

農林水産省 1,340億円 （32%）

・森林環境保全整備事業 922億円

・水源林造成事業 286億円 等

その他府省 14億円

A～Dの4分類ごとの府省別内訳等

環境省 1,520億円 （36%）

・廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業

260億円

・地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する自立・分散型

エネルギー設備等導入推進事業 116億円 等

国土交通省 189億円 （4%）

・環境・ストック活用推進事業 91億円 等

復興庁 109億円 （3%）

・森林環境保全整備事業 61億円 等

（注） 「復興庁」とあるのは、東日本大震災復興特別会計に計上されている予算であり、事業実施府省へ移替えて
執行するものである。



（注） 令和２年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2030年までに温室効果ガスの削減に効果がある
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計4,213億円であった。

【参考：「Ａ．2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの」

の対策分野別内訳】

業務その他部門の取組 967億円 （23%）

国際的な地球温暖化対策への貢献

122億円 （3%）

運輸部門の取組 304億円 （7%）

産業部門（製造事業者等）の取組 599億円 （14%）

森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用

1,550億円 （37%）

エネルギー転換部門の取組 257億円 （6%）

家庭部門の取組 134億円 （3%）

エネルギー起源CO2以外の温室

効果ガスの排出削減対策 11億円

持続可能な社会を目指した低炭素社会

の姿の提示 86億円 （2%）

公的機関における取組 50億円 （1%）

科学的知見の充実のための対策・施策

25億円 （1%）

横断的施策 108億円 （3%）



経済産業省 410億円 （80%）

・高効率・高速処理を可能とするAIチップ・次世代コン

ピューティングの技術開発事業 94億円

・CCUS研究開発・実証関連事業 62億円 等

文部科学省 15億円 （3%）

・省エネルギー社会の実現に資する次世代半

導体研究開発 15億円
環境省 85億円 （17%）

・脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏

構築事業 80億円 等

Ｂ．2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの 510億円



（注） 令和２年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2030年以降に温室効果ガスの削減に効果がある
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計510億円であった。

【参考：「B．2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの」

の対策分野別内訳】

横断的施策 231億円 （45%）

国際的な地球温暖化対策への貢献 9億円（2%）

エネルギー転換部門の取組 70億円 （14%）

業務その他部門の取組 2億円

産業部門（製造事業者等）の取組 85億円 （17%）

運輸部門の取組 33億円 （6%）

持続可能な社会を目指した低炭素社会

の姿の提示 80億円 （16%）



2,499億円

内閣府 15億円 （1%）

農林水産省 498億円 （20%）

・治山事業（山地治山総合対策（うち防災林造成以外

のもの） 等） 466億円

・国有林野における森林環境保全利用対策のうち森

林環境保全経費 16億円 等

環境省 727億円 （29%）

・循環型社会形成推進交付金 697億円

・温室効果ガス観測技術衛星等による排出量検証に向けた

技術高度化事業 20億円 等

国土交通省 106億円 （4%）

・山地治山総合対策（うち防災林造

成以外のもの 等） 72億円 等

復興庁 26億円 （1%）

経済産業省 1,126億円 （45%）

・未利用エネルギーを活用した水素サプライチェーン構築

実証事業 141億円

・燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション

整備事業費補助金 120億円

・風力発電のための送電網整備の実証事業費補助金

92億円 等

Ｃ．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの

（注） 「復興庁」とあるのは、東日本大震災復興特別会計に計上されている予算であり、事業実施府省へ移替えて
執行するものである。

その他府省 0.3億円



（注） 令和２年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「その他結果として温室効果ガスの削減に資する
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計2,499億円であった。

【参考：「C．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの」の対策分野別内訳】

業務その他部門の取組 748億円 （30%）

森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用

608億円 （24%）

産業部門（製造事業者等）の取組

104億円 （4%）

科学的知見の充実のための対策・施策 20億円（1%）

横断的施策 87億円 （3%）

エネルギー転換部門の取組 631億円 （25%）

家庭部門の取組 40億円 （2%）

持続可能な社会を目指した低炭素

社会の姿の提示 50億円（2%）

運輸部門の取組 164億円 （7%）

国際的な地球温暖化対策への貢献 33億円（1%）

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス

の排出削減対策 14億円（1%）

公的機関における取組 1億円



文部科学省 141億円 （37%）

・全球地球観測システム構築の推進に必要な経費

141億円 等

経済産業省 53億円 （14%）

・鉱物資源開発の推進のための探査等事業委託費

19億円 等

国土交通省 10億円 （3%）農林水産省 15億円 （4%）

環境省 143億円 （37%）

・事業全体のマネジメント・サイクル体制確立事業

31億円 等

内閣府等 18億円 （5%） 外務省 4億円（1%）

384億円Ｄ．基盤的施策など



（注） 令和２年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「基盤的施策など」に該当すると考えられるものを
集計したところ、計384億円であった。

【参考：「D．基盤的施策など」の対策分野別内訳】

森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用

8億円 （2%）

横断的施策 68億円 （18%）

持続可能な社会を目指した低炭素社会の姿の提示 11億円 （3%）

エネルギー転換部門の取組 32億円 （8%）
科学的知見の充実のための対策・施策

165億円 （43%）

エネルギー起源CO2以外の温室効果

ガスの排出削減対策 1億円業務その他部門の取組 19億円 （5%）

国際的な地球温暖化対策への貢献

67億円 （18%）

公的機関における取組 12億円 （3%）


